
  

平成 16 年 ３ 月期    中間決算短信（連結）          平成 15 年 11 月 19 日 

上 場 会 社 名        株式会社イーエムシステムズ                   上場取引所 東  
コ ー ド 番 号         ４８２０                                     本社所在都道府県 大阪府 
（ＵＲＬ  http://www.emsystems.co.jp） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 國光 浩三 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 氏名 田中 英次   ＴＥＬ (０６)６３９７－１８８８ 
決算取締役会開催日 平成 15 年 11 月 19 日 
米国会計基準採用の有無    無 
 
１． 15 年９月中間期の連結業績（平成 15 年４月１日～平成 15 年９月 30 日） 
(1) 連結経営成績   (注)単位未満切り捨て。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

15 年９月中間期 3,697 4.3 105 △ 60.9 119 △ 59.0 
14 年９月中間期 3,544 29.6 268 11.7 290 18.2 
15 年３月期 7,468 23.7 670 2.6 705 5.7 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

15 年９月中間期 62 △ 61.5 9 17 9 12 
14 年９月中間期 163 34.3 23 89 23 69 
15 年３月期 430 21.3 60 85 60 38 
(注)①期中平均株式数(連結) 15 年９月中間期 6,847,050 株 14 年９月中間期 6,832,900 株 15 年３月期 6,835,558 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円   銭

15 年９月中間期 5,818 2,704 46.5 394 58 
14 年９月中間期 4,971 2,428 48.9 355 24 
15 年３月期 5,567 2,697 48.5 391 97 
(注)期末発行済株式数(連結) 15 年９月中間期 6,853,800 株 14 年９月中間期 6,836,900 株 15 年３月期 6,843,300 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

15 年９月中間期 281 △ 181 160 1,377 
14 年９月中間期 271 △  60 △ 159 893 
15 年３月期 446 △ 143 △  29 1,116 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  １社  持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数  －社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   －社 (除外)   －社    持分法 (新規)   －社 (除外)   －社 
 
２．16 年３月期の連結業績予想（平成 15 年４月１日～平成 16 年３月 31 日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 8,416 815 455 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  64 円 36 銭 
 

※ 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであります。 
 予想にはさまざまな不確定要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。 
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４．中間連結財務諸表等 

 (1) 中間連結貸借対照表      
（単位：千円）

前中間連結会計期間末
 

(平成14年９月30日現在)

当中間連結会計期間末 
 

(平成15年９月30日現在) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成15年３月31日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資産の部）  ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  519,399 1,203,629  742,239

２．受取手形及び売掛金  1,730,805 1,929,748  2,067,950

３．有価証券  403,484 203,215  403,534

４．たな卸資産  251,483 244,454  260,571

５．繰延税金資産  47,830 101,386  54,818

６．その他  58,877 107,347  94,022

貸倒引当金  △ 403 △ 444  △ 443

 流動資産合計  3,011,475 60.6 3,789,337 65.1 3,622,693 65.1

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1) 建物及び構築物  416,272 386,814  400,610

(2) 土地  339,827 339,827  339,827

(3) その他  136,423 193,269  138,318

有形固定資産合計  892,523 919,911  878,756

２．無形固定資産   

(1) ソフトウェア  515,368 429,655  478,553

(2) ソフトウェア仮勘定  － 59,745  22,890

(3) その他  5,815 5,918  5,918

無形固定資産合計  521,184 495,319  507,361

３．投資その他の資産   

(1) 敷金及び保証金  303,745 297,259  305,013

(2) その他  243,001 317,043  253,368

貸倒引当金  △ 145 △ 129  △ 129

投資その他の資産合計  546,601 614,173  558,252

 固定資産合計  1,960,308 39.4 2,029,404 34.9 1,944,371 34.9

 資産合計  4,971,784 100.0 5,818,741 100.0 5,567,064 100.0
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      （単位：千円）

前中間連結会計期間末
 

(平成14年９月30日現在)

当中間連結会計期間末 
 

(平成15年９月30日現在) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成15年３月31日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負債の部）  ％ ％  ％

Ⅰ 流動負債    

１． 支払手形及び買掛金  520,997 470,993  533,400 

２． １年以内返済予定長期借入金  117,600 197,600  147,200 

３． 未払法人税等  67,057 143,144  105,560 

４． 賞与引当金  115,019 208,620  128,842 

５． その他  290,683 351,554  321,708 

 流動負債合計  1,111,357 22.3 1,371,913 23.6 1,236,712 22.2

Ⅱ 固定負債    

１． 長期借入金  34,400 293,800  136,000 

２． 繰延税金負債  959,131 986,590  1,020,566 

３． 退職給付引当金  83,517 105,243  96,427 

４． 役員退職慰労引当金  89,890 82,116  109,120 

５． 製品保証引当金  245,584 260,218  254,020 

６． その他  19,173 14,466  16,844 

 固定負債合計  1,431,696 28.8 1,742,434 29.9 1,632,978 29.3

 負債合計  2,543,054 51.1 3,114,348 53.5 2,869,691 51.5

 （少数株主持分）    

 少数株主持分  － － － － － －

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金  380,565 7.7 382,719 6.6 381,511 6.9

Ⅱ 資本剰余金  352,366 7.1 354,515 6.1 353,308 6.3

Ⅲ 利益剰余金  1,696,766 34.1 1,964,369 33.8 1,964,482 35.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △  401 △ 0.0 3,355 0.0 △ 1,362 △ 0.0

Ⅴ 自己株式  △  565 △ 0.0 △  565 △ 0.0 △  565 △ 0.0

資本合計  2,428,730 48.9 2,704,393 46.5 2,697,373 48.5

負債、少数株主持分及び資本合計  4,971,784 100.0 5,818,741 100.0 5,567,064 100.0
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(2) 中間連結損益計算書      
（単位：千円）

前中間連結会計期間 
 

自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

当中間連結会計期間 
 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

   ％ ％ ％

Ⅰ 売上高  3,544,843 100.0 3,697,512 100.0 7,468,751 100.0

Ⅱ 売上原価  1,535,561 43.3 1,634,555 44.2 3,221,405 43.1

売上総利益  2,009,281 56.7 2,062,957 55.8 4,247,346 56.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,740,606 49.1 1,957,772 53.0 3,576,828 47.9

営業利益  268,675 7.6 105,184 2.8 670,517 9.0

Ⅳ 営業外収益   

１． 受取利息  509 430  904

２． 地代家賃収入  15,537 14,795  29,469

３． 商品補償収入  5,446 －  6,894

４． 雑収入  4,490 2,257  6,796

 営業外収益合計  25,984 0.7 17,483 0.5 44,065 0.5

Ⅴ 営業外費用   

１． 支払利息  2,386 1,597  3,839

２． 商品評価損  224 －  956

３． 雑損失  1,289 2,003  4,731

 営業外費用合計  3,901 0.1 3,600 0.1 9,527 0.1

経常利益  290,758 8.2 119,068 3.2 705,055 9.4

Ⅵ 特別利益   

１． 貸倒引当金戻入益  3 －  －

２． 前期損益修正益  2,124 －  2,124

 特別利益合計  2,127 0.1 － － 2,124 0.0

Ⅶ 特別損失   

１． 固定資産除却損  382 550  1,404

２．投資有価証券評価損  － －  3,478

 特別損失合計  382 0.0 550 0.0 4,882 0.0

税金等調整前中間(当期)純利益  292,503 8.3 118,517 3.2 702,297 9.4

法人税、住民税及び事業税  66,011 1.9 140,081 3.8 151,974 2.0

法人税等調整額  63,262 1.8 △ 84,354 △ 2.3 119,377 1.6

中間（当期）純利益  163,229 4.6 62,790 1.7 430,945 5.8
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(3) 中間連結剰余金計算書     
（単位：千円）

期  別 
 
 
科  目 

前中間連結会計期間 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  351,095 353,308  351,095

Ⅱ 資本剰余金増加高   

新株予約権の行使  1,270 1,270 1,207 1,207 2,212 2,212

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

 352,366 354,515  353,308

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  1,577,668 1,964,482  1,577,668

Ⅱ 利益剰余金増加高   

中間（当期）純利益  163,229 163,229 62,790 62,790 430,945 430,945

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金  34,132 47,903 34,132 

２．役員賞与  10,000 44,132 15,000 62,903 10,000 44,132

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
(期末)残高 

 1,696,766 1,964,369  1,964,482
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書  （単位：千円）
 

前中間連結会計期間 
 

自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

 
当中間連結会計期間 

 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

 
前連結会計年度の要約 

連結キャッシュ・フロー計算書

自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

 税金等調整前中間(当期)純利益  292,503 118,517 702,297 

 減価償却費  81,083 101,058 186,511 

 前払年金費用の増加額  △  13,303 △   1,824 △  32,759 

 退職給付引当金の増加額  8,576 8,815 21,486 

 役員退職慰労引当金の増減額  5,560 △  27,004 24,790 

 製品保証引当金の増加額  21,530 6,198 29,966 

 賞与引当金の増加額  22,156 79,778 35,979 

 貸倒引当金の増減額  △      17 0 5 

 受取利息及び受取配当金  △     509 △    430 △     904 

 支払利息  2,386 1,597 3,839 

 投資有価証券評価損  － － 3,478 

 有形固定資産除却損  382 550 1,404 

 売上債権の増減額  127,670 138,201 △  209,475 

 たな卸資産の増減額  △  60,865 16,117 △   69,953 

 その他の流動資産の増加額  △   4,974 △  13,278 △  41,084 

 仕入債務の減少額  △  57,837 △  62,406  △  45,433 

 その他の流動負債の増減額  △  54,193 3,213 △  35,172 

 役員賞与の支払額  △  10,000 △  15,000 △  10,000 

 その他  △  45,684 31,593 △  27,114 

 小計  314,462 385,698 537,861 

 利息及び配当金の受取額  506 434 897 

 利息の支払額  △   2,416 △   1,650 △   3,998 

 法人税等の支払額  △  41,242 △ 102,498 △   88,702 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  271,311 281,984 446,058 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

 有形固定資産の取得による支出  △  42,480 △  82,348 △  80,633 

 無形固定資産の取得による支出  △   7,964 △  47,847 △  52,984 

 投資有価証券の取得による支出  △  10,200 － △  10,200 

 その他投資の取得による支出  168 △  53,222 － 

 その他  － 2,171 723 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △  60,477 △ 181,247 △ 143,093 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

 短期借入金の減少額  △  20,000 － △  20,000 

 長期借入れによる収入  － 300,000 200,000 

 長期借入金の返済による支出  △ 106,000 △  91,800 △ 174,800 

 株式の発行による収入  2,542 2,415 4,431 

 配当金の支払額  △  34,132 △  47,903 △  34,132 

 その他  △   2,280 △   2,378 △   4,608 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 159,869 160,333 △  29,109 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  50,964 261,070 273,854 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  842,919 1,116,774 842,919 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  893,883 1,377,844 1,116,774 
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[中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社数 １社 

連結子会社の名称 株式会社祥漢堂 

(2) 非連結子会社数 １社 

非連結子会社の名称 益盟軟件系統開発（南京）有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金等は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲より除外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子会社１社（益盟軟件系統開発（南京）有限公司）は中間純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

子会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

商品・製品・原材料 総平均法による原価法 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く）については、定

額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物          ８～52年 

工具、器具及び備品  ４～５年 

 

② 無形固定資産  

ソフトウェア 

市場販売目的 見込有効期間が１年であるため取得年度に全額償却 

自社利用目的 社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法 
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(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当中間連結会計

期間の負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を

計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしております。 

④ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額

の100％を計上しております。 

⑤ 製品保証引当金 無償保証契約付で販売した製品・商品の保証期間内に発生するアフターサービス費用

の支出に備えるため、当中間連結会計期間の実績に基づき見積った必要額を計上して

おります。 

 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結会計期間末の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(6) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 



 

 

連結 

－  － 
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注記事項 

[中間連結貸借対照表関係] 

  前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末  前連結会計年度末

１．有形固定資産の減価償却累計額  301,141千円 375,772千円  340,698千円

 

２．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

 

[中間連結損益計算書関係] 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間  前連結会計年度

製品保証引当金繰入額  62,014千円 36,313千円  106,270千円

給料手当  624,940千円 649,747千円  1,299,852千円

賞与引当金繰入額  102,122千円 187,130千円  112,277千円

退職給付費用  22,145千円 33,475千円  44,097千円

役員退職慰労引当金繰入額  5,560千円 4,196千円  24,790千円

地代家賃  143,161千円 199,581千円  302,315千円

 

[中間連結キャッシュ・フロー計算書関係] 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末  前連結会計年度末

現金及び預金勘定  519,399千円 1,203,629千円  742,239千円

有価証券勘定  403,484千円 203,215千円  403,534千円

預入期間が３か月を越える定期預金  △ 29,000千円 △ 29,000千円  △ 29,000千円

現金及び現金同等物  893,883千円 1,377,844千円  1,116,774千円



 

 

連結 

－  － 
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[セグメント情報] 

１．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日）  
（単位：千円）

 
調 剤 薬 局 向 け
シ ス テ ム 事 業
及びその関連事業

調剤薬局事業 計 消去又は全社 連 結

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 2,903,728 641,114 3,544,843 － 3,544,843

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 12,644 － 12,644 △ 12,644 －

計 2,916,373 641,114 3,557,487 △ 12,644 3,544,843

営業費用 2,658,026 629,085 3,287,112 △ 10,944 3,276,167

営業利益 258,346 12,028 270,374 △  1,699 268,675

 

当中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日）  （単位：千円）

 
調 剤 薬 局 向 け
シ ス テ ム 事 業
及びその関連事業

調剤薬局事業 計 消去又は全社 連 結

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 2,917,723 779,789 3,697,512 － 3,697,512

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 4,304 － 4,304 △ 4,304 －

計 2,922,028 779,789 3,701,817 △ 4,304 3,697,512

営業費用 2,834,609 765,845 3,600,455 △ 8,127 3,592,327

営業利益 87,418 13,943 101,362 3,822 105,184

 

前連結会計年度（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日）  
（単位：千円）

 
調 剤 薬 局 向 け
シ ス テ ム 事 業
及びその関連事業

調剤薬局事業 計 消去又は全社 連 結

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 6,085,648 1,383,102 7,468,751 － 7,468,751

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 16,061 － 16,061 △ 16,061 －

計 6,101,710 1,383,102 7,484,812 △ 16,061 7,468,751

営業費用 5,473,299 1,343,913 6,817,213 △ 18,979 6,798,233

営業利益 628,411 39,188 667,599 2,918 670,517

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製商品の性質及び販売市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製商品 

 事 業 区 分 主    要     製     商     品 

 
調剤薬局向けシステム事業
及びその関連事業 

調剤レセコン、医科レセコン、ネットワークシステム、薬袋プリンタ、
各種サプライ及びメンテナンスサービス 

 調剤薬局事業 医薬品 

 

２．所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結

子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

３．海外売上高 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はあ

りません。 


